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制度変更に伴う JABMEE SENIOR 認定に関する経過措置等について 
(⼀社)建築設備技術者協会では、平成 27 年 4 ⽉から JABMEE CPD（建築設備技術者の継続職能開発）及び JABMEE 

SENIOR（建築設備⼠の専⾨領域認定・表⽰制度）の制度変更※を実施することとしておりますが、この制度変更
に伴い、JABMEE SENIOR 認定に関して、既認定者の有効期間、継続認定条件等について経過措置を講じる
とともに、取得単位の算定期間、新規認定における実務実績提出様式を定めました。 
 

※ JABMEE CPD 及び JABMEE SENIOR 制度の変更については、別紙をご参照ください。 
 
 
１．既認定の JABMEE SENIOR 資格保持者の有効期間の扱いについて 

制度変更⽇（平成 27 年 4 ⽉ 1 ⽇）より以前に既に認定されている JABMEE SENIOR（以下「既認定者」
という。ただし、失効者を除く。）の有効期間は、現⾏制度では、前回認定（更新）⽇（6 ⽉ 1 ⽇⼜は 12 ⽉
1 ⽇）から 5 年後の 5 ⽉ 31 ⽇⼜は 11 ⽉ 30 ⽇となりますが、認定（更新）⽇を 4 ⽉ 1 ⽇（年 1 回）に制
度変更したことに伴う経過措置として、認定⽇から 5 年後の年度末（翌年の 3 ⽉ 31 ⽇）までを有効期間と
いたします（下表参照）。 
当該有効期間の変更については、CPD 参加証カードに変更後の有効期限を記載するとともに、カード発送時
にその旨を記した⽂書を同封し通知いたします。 

 

認定⽇ 有効期限 
 

延⻑した有効期限 次の認定⽇ 
延⻑ 
期間

平成 22 年 6 ⽉ 1 ⽇ 平成 27 年 5 ⽉ 31 ⽇ ⇒ 平成 28 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 28 年 4 ⽉ 1 ⽇ 10 ヵ⽉ 

平成 22 年 12 ⽉ 1 ⽇ 平成 27 年 11 ⽉ 30 ⽇ ⇒ 平成 28 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 28 年 4 ⽉ 1 ⽇ 4 ヵ⽉ 

平成 23 年 6 ⽉ 1 ⽇ 平成 28 年 5 ⽉ 31 ⽇ ⇒ 平成 29 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 29 年 4 ⽉ 1 ⽇ 10 ヵ⽉ 

平成 23 年 12 ⽉ 1 ⽇ 平成 28 年 11 ⽉ 30 ⽇ ⇒ 平成 29 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 29 年 4 ⽉ 1 ⽇ 4 ヵ⽉ 

平成 24 年 6 ⽉ 1 ⽇ 平成 29 年 5 ⽉ 31 ⽇ ⇒ 平成 30 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 30 年 4 ⽉ 1 ⽇ 10 ヵ⽉ 

平成 24 年 12 ⽉ 1 ⽇ 平成 29 年 11 ⽉ 30 ⽇ ⇒ 平成 30 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 30 年 4 ⽉ 1 ⽇ 4 ヵ⽉ 

平成 25 年 6 ⽉ 1 ⽇ 平成 30 年 5 ⽉ 31 ⽇ ⇒ 平成 31 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇ 10 ヵ⽉ 

平成 25 年 12 ⽉ 1 ⽇ 平成 30 年 11 ⽉ 30 ⽇ ⇒ 平成 31 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇ 4 ヵ⽉ 

平成 26 年 6 ⽉ 1 ⽇ 平成 31 年 5 ⽉ 31 ⽇ ⇒ 平成 32 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 32 年 4 ⽉ 1 ⽇ 10 ヵ⽉ 

平成 26 年 12 ⽉ 1 ⽇ 平成 31 年 11 ⽉ 30 ⽇ ⇒ 平成 32 年 3 ⽉ 31 ⽇ 平成 32 年 4 ⽉ 1 ⽇ 4 ヵ⽉ 
 

■（例）認定⽇が、「平成 22 年 6 ⽉ 1 ⽇」の場合： 

 

 

 

 

 

 

 

２．既認定の JABMEE SENIOR 資格保持者の継続認定条件について 

既認定者が、新制度による継続認定を受ける場合、取得単位数は新制度の認定条件（直近 3 年間の取得単位
数）を満たすことといたします。 
ただし、総合講習受講については、既認定の有効期間中（5 年間＋上記の経過措置期間）に少なくとも 1 回
受講していればよいこととし、単位数は制度変更⽇（平成 27 年 4 ⽉ 1 ⽇）以前の受講の場合は 20 単位（講
義 13 単位、レポート提出 7 単位）、制度変更後の受講の場合は 12 単位として算定することといたします。

認定⽇：平成 22 年 6 ⽉ 1 ⽇ 有効期限：平成 27 年 5 ⽉ 31 ⽇

５年間 

延⻑有効期限：平成 28 年 3 ⽉ 31 ⽇

＋１０ヵ⽉ 
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３．取得単位の算定期間について 

制度変更後に JABMEE SENIOR の新規認定⼜は継続認定を受けようとする場合、申請締切⽇を認定⽇（4
⽉ 1 ⽇）の 2 か⽉前の 1 ⽉末⽇とすることから、取得単位の算定期間は、前年末（12 ⽉ 31 ⽇）から遡っ
た 3 年間といたします。（認定⽇の 3 年前の 1 ⽉ 1 ⽇〜認定申請年の前年の 12 ⽉ 31 ⽇）） 
ただし、認定申請年の 1 ⽉〜3 ⽉末⽇の間に開催される総合講習に限り、JABMEE SENIOR 資格の認定の
ための受講予定の CPD プログラムとして申請することができることとし、この場合、当協会は当該総合講
習を取得単位算定の対象とするとともに、受講を確認の上、新規認定⼜は継続認定できることといたします。
なお、取得単位の算定対象となった当該総合講習は、申請者の次回継続認定の対象とすることはできないも
のといたします。 

 
４．JABMEE SENIOR 資格失効者の再認定申請について 

JABMEE SENIOR 資格の失効者（過去に認定を受けて継続認定をしていない者）が、新制度による認定を受
けようとする場合、新制度による継続認定（更新）と同様の認定条件及び審査・認定費⽤を適⽤することと
いたします。 
したがって、認定条件は、（1）直近 3 年間の取得単位数が 105 単位以上であること、及び（2）その間に総
合講習を少なくとも 1 回受けていることといたします。（実務実績 3 件という新規認定条件は適⽤しない。）
また、既認定者と同様に、認定申請年の 1 ⽉〜3 ⽉末⽇の間に開催される総合講習に限り、JABMEE SENIOR
資格の認定のための受講として認めること等ができることといたします。 

 
５．新規認定における実務実績（3 件）提出様式について 

新制度における新規認定時の実務実績提出様式には、⽒名、勤務先のほか、過去 10 年間に携わった建築設
備に関するプロジェクトの内から主要なもの 3 件について、プロジェクト毎に次に掲げる事項を記⼊するこ
とといたします。 

・プロジェクト名、建物名称、建築主、所在地 ・担当期間、担当業務 
・設計者、施⼯者              ・建築物概要（敷地⾯積、延べ⾯積、⽤途、構造、階数等）
・携わった建築設備の種類とその業務内容

また、建築プロジェクトのほか教育、研究、開発、経営等に関する実績についても認めることとし、その場
合は、過去 10 年間に携わった建築設備に関する業務内容の内から主要なもの 3 件について、テーマごとに
次の事項を記⼊ことといたします。 

・教育、研究、開発、経営等のテーマ名、テーマの概要   ・従事期間、業務担当の⽴場 
・従事した業務の建築設備の分野及び業務分野     ・携わった業務の内容

 

▼様式イメージ（「最近携わったプロジェクト」・「最近携わった教育研究、開発、経営等に関する実績」）

 

 

詳細について、協会ホームページもご覧ください。  http://www.jabmee.or.jp/ 
⼀般社団法⼈ 建築設備技術者協会 CPD 係 TEL : 03-5408-0063 E-mail : info@jabmee.or.jp 


